
係

　製作 　ームページで

2

配信予定
・刈谷あれこ

1

れ ・刈谷あれこれ ・刈

2

谷市のニュースを月8本ホ
　ＤＶＤ12枚製作          　ＤＶＤ12枚製作 　ームページで配信

・No.82「｢エコなまち刈谷｣をめざそう！」では、市内企業と連携して撮影を進め、ビデオ広報を通して官民一体となり

成果
　環境問題に取り組む市の姿勢をPRすることができた。

・No.83「技能五輪全国大会、刈谷で開催」では、ものづくりの重要な大会としての実績を記録することができた。

・刈谷市ニュースサーバーにより映像を効果的に利用し、定期的に市内の出来事を市民へ発信することができた。

・地区、市民活動団体での利用の促進

・利用を推進する市民へのビデオ広報自体の広報活動の強化
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

活動 ビデオ広報YouTube版アクセス数 1,907 2,951 2,633 2,800 3,000
指標 （件）
成果 生活に必要な情報が得られていると思う市民の割合 69.8 ― 70.9 75.0 78.2
指標 （％）

・碧海5市では刈谷市と安城市がビデオ製作事業を実施
他市との  （広報撮影映像等の動画配信は刈谷市と碧南市が実施）
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度

Ｄ

２６年度 ２７年度 ２６

　

年度

（決算） （決算）

　

（決算） （予算） 事業

　

費内訳

事業費　① 5,

Ｏ

976 5,976 4,

　

384 6,190 合計

　

4,384,368 

∧

円
委託料 4,384,

　

368 円

財
　
源

特定

　

財源 0 0 0 0

一般財源

実

5,976 5,976

　

4,384 6,190

　

職員人件費　② 354

施

1,052 2,112

　

4,117

総事業費（

　

①＋②） 6,330 7

∨

,028 6,496 10,307

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

７

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 計画

（

推進

基本施策 情報共有

平

施策体系
施策の内容 広

成

報・広聴の充実

目
　
　

２

　
的

　行政情報や市民

６

活動の取組などをビデ

年

オに

主
た
る
内
容

○「ビ

度

デオ広報刈谷」の製作

評

、市内各施設や
まとめ

価

、広報することで、市

）

政の啓発や市民 　学校

刈

等へ配布、市民への貸

谷

出し
参加意識の向上に

市

努める。また、映像に

事

よる ○「刈谷市ニュー

務

スサーバー」の運用（

事

㈱キ
行政情報の記録・

業

保存を行い、広く活用

評

する｡ 　ャッチネット

価

ワークのニュースの編

シ

集、ホ
　ームページで

ー

月8本公開）による市

ト

のニュー
  ス映像公

（

開

位
置
づ
け

関連計画  

様

根拠法令  

対象者 対象

式

者を限定せず 事業期間

１

昭和６３年度 ～

実施方

）

法 □直営　■委託　□

会

指定管理　□補助・助

計

成　□その他

名 担当部 企画財政

Ｂ
　

部

事
　
業
　
実
　
績

２４年

一

度実績 ２５年度実績 ２

般

６年度実績 ２７年度計

会

画

・ビデオ広報刈谷 ・

計

ビデオ広報刈谷 ・ビデ

ビ

オ広報刈谷 ・ビデオ広

デ

報刈谷
　No.76「

オ

市民交流センター」　

広

No.79「刈谷城築

報

城480年」 　No.

刈

82「｢エコなまち刈

谷

谷｣を　No.84「

製

市制65周年記念」　

作

　No.77「よみが

事

えれ！小垣江　No.

業

80「歴史の小径特別

担

編」  めざそう！」

当

　 　No.85「水害

課

に備えて」
　のホタル

広

」　 　No.81「刈

報

谷映像アーカイ　　N

広

o.83「技能五輪全

聴

国大会、　No.86

課

「歴史の小径」
　No

款

.78「かりや夢ファ

項

ンド」　ブ」 　刈谷で

目

開催」 　各ＤＶＤ40

担

枚製作予定
　各ＤＶＤ

当

40枚・ＶＨＳ10本

係

　各ＤＶＤ40枚・Ｖ

広

ＨＳ10本 　各ＤＶＤ

報

40枚・ＶＨＳ10本

広

・刈谷市のニュースを

聴

月8本ホ
　製作 　製作



2 1 2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　映像な

平

らではのわかりやすさ

成

を活かして、広報紙の

２

よう
・法的業務

高い
な

７

文字を中心とした広報

年

に加え、市のメッセー

度

ジや情報、
必要性 ・市

（

民ニーズ、社会需要 行

平

事などを広く市民に周

成

知できると考えている

２

。
・市民生活上必要で

６

ある　など

　公共施設

年

や行事等での放映に加

度

え、YouTube等

評

を活用して
・コストの

価

節減、費用対効果
普通

）

広く視聴できる環境を

刈

整え、効率化を図って

谷

いる。
効率性 ・執行体

市

制の効率性
・手段の最

事

適性　など

　市の施策

務

や行事、新設の公共施

事

設などを紹介するもの

業

で
・市が主体となって

評

実施する
高い

、市が主

価

体となって実施するべ

シ

き事業である。
妥当性

ー

　べき事業であるか
・

ト

総合計画との整合性　

（

など

　特定の場所に限

様

定されず、インターネ

式

ットを介して広く

施策

２

への ・施策への貢献度

）

普通
視聴可能な環境を

会

整えており、市の情報

計

発信として一定の
・目

名

標達成度 効果があるも

担

のと考える。
貢献度 ・

当

市民サービスへの効果

部

　など

今後の方向性 □

企

拡充　□現状維持　■

画

改善・効率化　□縮小

財

　□終期設定　□休止

政

・廃止

・「ビデオ広報

部

刈谷」については各課

一

の要望を広く受け付け

般

、より有効に活用でき

会

る作品を製作していく

計

。
　そのため担当課か

ビ

ら要望を受ける際に、

デ

製作したビデオをどの

オ

ように使うかをより精

広

査する。
　また、Yo

報

uTubeのように広

刈

く市民が視聴できる放

谷

映方法を積極的に採用

製

していく。
・刈谷市ニ

作

ュースサーバーはアク

事

セス数などにより最適

業

な配信頻度や活用方法

担

を検討し、市の情報発

当

信としてより効
　果的

課

な番組を選択していく

広

。

報広聴

Ｃ
 
　
Ｈ

課

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

款

　
∧
　
評
　
価
　
∨

項 目 担当係 広報広聴係



1

たイベントを盛り上げ

2

まちの活性化に寄与することができた。

　全国規模のゆるキャラグランプリでは1699体中136位に留まった。

　この地域での更なる知名度の向上を図りながら、全国的な知名度向上につなげていく必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

成果 刈谷市の人口（人） 146,690 147,365 148,419 154,000 151,000
指標 基準日：年度末時点
活動 イベントへの出演回数（市内・市外問わず）（回） ― ― 172 180 200
指標

中日新聞社主催ＪＩＭＯキャラ総選挙2014
他市との 知立市　なりひらくん　　22位　／　安城市　南吉サルビー　29位
比較検証 高浜市　めしどりちゃん　41位　／　西尾市　まーちゃ　　　27位

　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 1,280 4,384 合計 1,280,000 円
報償費 200,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 備品購入費 1,080,000 円

一般財源 0 0 1,280 4,384

職員人件費　② 0 0 7,039 6,737

総事業費（①＋②） 0 0 8,319

Ｄ

11,121

建
設
事
業

　

全体事業費（単位：千

　

円） 0 ２６年度特定財

　

源名称

２６年度までの

Ｏ

累積事業費 0

２８年度

　

以降の事業費見込 0

　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

７

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 計画推進

（

基本施策 情報共有
施策

平

体系
施策の内容 広報・

成

広聴の充実

目
　
　
　
的

２

　刈谷が持つ地域資源

６

の魅力を市内外へ発信

年

主
た
る
内
容

○かつなり

度

くん新作カット作製
し

評

、住みたい、住み続け

価

たい、訪れてみたい ○

）

啓発用印刷物作製
まち

刈

を目指し、定住人口の

谷

増加へ繋げる。 ○かつ

市

なりくん着ぐるみ作製

事

、運用
○イベント出演

務

によるＰＲ活動

位
置
づ

事

け

関連計画

根拠法令

対

業

象者 対象者を限定せず

評

事業期間 平成２６年度

価

～

実施方法 ■直営　□

シ

委託　□指定管理　□

ー

補助・助成　□その他

ト （様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

担

績

２４年度実績 ２５年

当

度実績 ２６年度実績 ２

部

７年度計画

　 　 ・かつ

企

なりくん着ぐるみ2体

画

目・定住促進ＰＲ冊子

財

による啓
　 　   を作

政

製 　発
　 　 ・市内イベ

部

ントでの出演（約 ・定

一

住促進ＰＲサイトの作

般

製
　 　 　150回） ・

会

各種イベントへの出演

計

　　　―――――――

刈

　　　―――――――

谷

・ＪＩＭＯキャラ総選

の

挙エン ・ＪＩＭＯキャ

魅

ラ総選挙エン
　トリー

力

　4位 　トリー
・ゆる

発

キャラ（Ｒ）グランプ

信

・世界キャラサミット

事

（羽生
　リエントリー

業

　総合136位 　市）

担

への出展
・かつなりく

当

んイラスト新作 ・かつ

課

なりくんイラスト新作

広

　カット作製 　カット

報

作製
　東海3県の48

広

自治体が参加した、中

聴

日新聞社主催ＪＩＭＯ

課

キャラ総選挙において

款

かつなりくんが48体

項

中4位となり、新聞

成

目

果
紙上に掲載され、市

担

内外に対してＰＲがで

当

きた。

　かつなりくん

係

の着ぐるみ2体目を作

広

成し、利用依頼等が重

報

なった場合でも柔軟に

広

対応ができるようにな

聴

った。

  多くの団体

係

からイベント等への参

2

加要請があり、参加し



2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

自治体の知名

平

度向上や魅力発信は、

成

定住促進につながるも

２

・法的業務
高い

ので、

７

活力ある地域づくりの

年

ために必要な取組みと

度

考える
必要性 ・市民ニ

（

ーズ、社会需要 。
・市

平

民生活上必要である　

成

など

イベント等ではボ

２

ランティアにも協力を

６

いただきながら、
・コ

年

ストの節減、費用対効

度

果
普通

効率的に事業を

評

推進していると考える

価

。
効率性 ・執行体制の

）

効率性
・手段の最適性

刈

　など

自治体の知名度

谷

向上や魅力発信の一つ

市

として、マスコット
・

事

市が主体となって実施

務

する
高い

キャラクター

事

を活用した情報発信は

業

一定の効果があるもの

評

妥当性 　べき事業であ

価

るか と考える。
・総合

シ

計画との整合性　など

ー

親しみやすいキャラク

ト

ターとして、子どもや

（

若い世代にも

施策への

様

・施策への貢献度
普通

式

浸透することができて

２

おり、知名度向上・魅

）

力発信には一
・目標達

会

成度 定の効果があるも

計

のと考える。
貢献度 ・

名

市民サービスへの効果

担

　など

今後の方向性 □

当

拡充　■現状維持　□

部

改善・効率化　□縮小

企

　□終期設定　□休止

画

・廃止

　刈谷の魅力発

財

信事業は、事業開始し

政

たばかりであり、これ

部

から定住促進のＰＲの

一

ための細かい戦略を練

般

っている段
階である。

会

一方、マスコットキャ

計

ラクターかつなりくん

刈

は、刈谷城築城４８０

谷

年記念事業のＰＲ時か

の

ら広く市民に受
け入れ

魅

られており、小さな子

力

ども達も刈谷市に愛着

発

を持ってもらえるきっ

信

かけ作りとしての役割

事

を十分に果たしてい
る

業

ものと考える。
　今後

担

は、市内の幼稚園、保

当

育園、小中学校をはじ

課

めとする若い世代をタ

広

ーゲットに市内への積

報

極的なＰＲと、ご当
地

広

キャラクターイベント

聴

等でのＰＲで知名度向

課

上を図り、結果として

款

刈谷市の知名度を上げ

項

、定住促進のＰＲにつ

目

な
げていきたい。

担当係 広

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

報

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

広

評
　
価
　
∨

聴係

2 1



　 　　・刈谷偉人伝上映　
　　　・刈谷偉人伝上映　 　　・刈谷偉人伝上映　 参加者数　約800人 参加者数　約800人
参加者数　約800人 参加者数　約800人

・平成22年度から会場設営委託を行うことにより、効率的・効果的な式典の運営ができた。

成果

 

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

活動 式典参加者数（人） 800 800 800 800 800
指標

 
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,863 1,798 2,289 3,265 合計 2,289,211 円
報償費 1,011,368 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 624,415 円
委託料 476,388 円

一般財源 1,863 1,798 2,289 3,265 使用料及び賃借料 177,040 円

職員人件費　② 2,830 2,805 2,816 2,994

総事業費（①＋②） 4,693 4,603 5,105 6,259

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年

Ｄ

度以降の事業費見込 0

　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

７

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 計画推進

基本施

（

策 行政経営
施策体系

施

平

策の内容 効率的な行政

成

運営

目
　
　
　
的

　本市

２

の発展に貢献し、功績

６

顕著なものを表

主
た
る

年

内
容

式典の開催
彰する

度

ことによって市民の意

評

識を高め、もっ ※刈谷

価

市では、市・中央公民

）

館・社会福祉協
て市政

刈

の向上を図る。 議会・

谷

共同募金委員会それぞ

市

れ行っていた式
典を統

事

合し、「総合式典」と

務

して開催してい
る。周

事

年のみ「市制施行○○

業

周年記念式典」
として

評

いる。

位
置
づ
け

関連計

価

画  

根拠法令  

対象者

シ

被顕彰者をはじめ市内

ー

公職者など 事業期間 昭

ト

和５１年度 ～

実施方法

（

■直営　■委託　□指

様

定管理　□補助・助成

式

　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事

企

　
業
　
実
　
績

２４年度

画

実績 ２５年度実績 ２６

財

年度実績 ２７年度計画

政

※総合式典 ※総合式典

部

※総合式典 ※市制施行

一

65周年記念式典
開催

般

日　5月31日（木）

会

開催日　5月29日（

計

水） 開催日　5月27

総

日（火） 開催日　5月

合

21日（木）
会場　総

式

合文化ｾﾝﾀｰ 会場　

典

総合文化センター 会場

開

　総合文化センター 会

催

場　総合文化センター

事

内容　・ｵｰﾌﾟﾆﾝ

業

ｸﾞ(悟空） 内容・式

担

辞・来賓挨拶 内容・式

当

辞・来賓挨拶 内容・式

課

辞・来賓挨拶
    

広

　・式辞・来賓挨拶 　

報

　・表彰・感謝状の贈

広

呈 　　・表彰・感謝状

聴

の贈呈 　　・表彰・感

課

謝状の贈呈
　　　・表

款

彰・感謝状の贈呈 　　

項

　　　113人・21

目

団体 　　　　　　16

担

1人・24団体 　　　

当

　　　140人・42

係

団体
　　　　　　15

秘

4人・29団体 　　・

書

前年度事業報告 　　・

係

前年度事業報告 　　・

2

前年度事業報告
　　　

1

・前年度事業報告 　　

1

・刈谷城復元CG試写 　　・刈谷偉人伝上映



1

者のための音声による

2

「 障害者のための音声による「 障害者のための音声による「
声の市民だより」を公開した 声の市民だより」を公開した 声の市民だより」を公開した 声の市民だより」を公開する
。さらに、市民だよりアンケ 。 。 。
ートを実施した。

・旬の話題が親しみやすく伝わるような表紙を作成し、開きたくなるような広報紙の作成に努めた。

成果
・特集記事の充実を図り、手にとって読みたくなるような紙面を作成するよう努めた。

・平成26年度愛知県広報コンクール写真部門の一枚写真で入選、組み写真で奨励賞を受賞した。

・締切日などのルールの徹底を図り、スケジュールどおりに作成する。

・記事の修正漏れなど人為的ミスが見られたため、防止策を徹底する。
課題

・記事の取捨選択、簡潔な文章作成に努め、紙面の改定を推進する。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

成果 生活に必要な情報が得られていると思う割合（％） 69.8 ― 70.9 75 78.2
指標

指標
・刈谷市　月2回　平均25.00P　1.05円/1P　　・知立市　月2回　平均22.00P  1.40円/1P　

他市との ・碧南市　月2回　平均25.00P  0.91円/1P　　・安城市　月2回　平均21.58P　1.09円/1P　
比較検証 ・高浜市　月2回　平均27.70P  0.83円/1P

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　

Ｃ
　
事
　

　

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

∧

千円
２４年度 ２５年度

　

２６年度 ２７年度 ２６

　

年度

（決算） （決算）

実

（決算） （予算） 事業

　

費内訳

事業費　① 32

　

,155 29,966

施

37,641 38,8

　

75 合計 37,641

　

,146 円
報償費 3

∨

5,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 4,018 2,711 需用費 36,626,946 円
委託料 979,200 円

一般財源 32,155 29,966 33,623 36,164

職員人件費　② 9,903 9,819 11,263 11,229

総事業費（①＋②） 42,058 39,785 48,904 50,104

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 広告料収入（市民だより15日
号広告収入）

２８年度以降の事業費見込 0

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

７

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 計画推進

（

基本施策 情報共有
施策

平

体系
施策の内容 広報・

成

広聴の充実

目
　
　
　
的

２

　広報紙「市民だより

６

」を毎月2回発行する

年

こ

主
た
る
内
容

広報紙「

度

市民だより（毎月1日

評

号・15日号）」
とに

価

より、広く市民に行政

）

情報を提供し、市 の発

刈

行、全戸配布
民生活の

谷

利便性の向上を図ると

市

ともに、市民 （仕様）

事

2色刷り、一部4色刷

務

り
の市政への参加の推

事

進を目指す。 （発行部

業

数）58,600部×

評

24回

位
置
づ
け

関連計

価

画  

根拠法令  

対象者

シ

市民 事業期間 昭和２５

ー

年度 ～

実施方法 ■直営

ト

　■委託　□指定管理

（

　□補助・助成　□そ

様

の他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　

部

実
　
績

２４年度実績 ２

企

５年度実績 ２６年度実

画

績 ２７年度計画

毎月1

財

日号（4色刷り4ペー

政

ジ・毎月1日号（4色

部

刷り4ページ・毎月1

一

日号（4色刷り4ペー

般

ジ・毎月1日号（4色

会

刷り4ページ・
その他

計

2色刷り）と15日号

市

（4 その他2色刷り）

民

と15日号（4 その他

だ

2色刷り）と15日号

よ

（4 その他2色刷り）

り

と15日号（4
色刷り

作

2ページ・その他2色

成

刷 色刷り2ページ・そ

事

の他2色刷 色刷り2ペ

業

ージ・その他2色刷 色

担

刷り2ページ・その他

当

2色刷
り）の2回各5

課

6,500部発行し、

広

り）の2回各57,5

報

00部発行し、り）の

広

2回各58,600部

聴

発行し、り）の2回各

課

58,600部発行し

款

、
全戸に配布した。ま

項

た、ホー 全戸に配布し

目

た。また、ホー 全戸に

担

配布する。また、ホー

当

全戸に配布する。また

係

、ホー
ムページ上でＰ

広

ＤＦ及び視覚 ムページ

報

上でＰＤＦ及び視覚 ム

広

ページ上でＰＤＦ及び

聴

視覚 ムページ上でＰＤ

係

Ｆ及び視覚
障害者のた

2

めの音声による「 障害



合計 756,000 円
工事請負費 756,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 450 284 756 1,023

職員人件費　② 707 701 1,056 1,123

総事業費（①＋②） 1,157 985 1,812 2,146

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

７

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 計画推進

基本

（

施策 情報共有
施策体系

平

施策の内容 広報・広聴

成

の充実

目
　
　
　
的

　広

２

報板を設置し、それぞ

６

れの地域に適した

主
た

年

る
内
容

○広報板の新規

度

設置
きめ細かな情報、

評

お知らせを広く市民に

価

周知 （寸　法）Ｈ=2

）

.25㎡　Ｌ=2.1

刈

5㎡
する。 （掲示面）

谷

0.915㎡×1.8

市

25㎡
　　　　　アク

事

リル板引戸付き
（支　

務

柱）角100mmm

位

事

置
づ
け

関連計画  

根拠

業

法令  

対象者 対象者を

評

限定せず 事業期間 ～

実

価

施方法 ■直営　■委託

シ

　□指定管理　□補助

ー

・助成　□その他

ト （様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

担

４年度実績 ２５年度実

当

績 ２６年度実績 ２７年

部

度計画

寿公園に設置。

企

板倉東児童遊園に設置

画

。 若松公園、相生公園

財

に設置。 3基を限度に

政

設置可能
高津波老人憩

部

いの家から高津
波西集

一

会所へ移設。

広報板の

般

設置により、地域のよ

会

りきめ細かな情報の場

計

を提供した。

成果

地区

広

の要望に応え、広報板

報

の新規設置に努める。

板

一方で、まだ老朽化し

設

た旧型の広報板も残さ

置

れており、更新を進め

事

る必

要がある。
課題

指

業

標名称（単位）
実績値

担

目標値

２４年度 ２５年

当

度 ２６年度 ２７年度 ２

課

９年度

活動 ポスター等

広

掲示依頼件数（件） 3

報

0 34 33 36 38
指

広

標
 

指標
 

他市との
比

聴

較検証

課

款 項 目 担当係 広

Ｃ
　
事
　
業
　

報

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

広

２４年度 ２５年度 ２６

聴

年度 ２７年度 ２６年度

係

（決算） （決算） （決

2

算） （予算） 事業費内

1

訳

事業費　① 450 2

2

84 756 1,023



1

私たちのまち刈谷」で

2

は市の地図や施設の紹介、「暮らしのガイドブック」

成果
では、市の施設の紹介や生活に必要な各種手続き方法等転入者向けの情報を提供した。また、「私たちのまち刈谷」、「

暮らしのガイドブック」の外国語版を配布し、外国人に対する情報の提供を行った。

　ホームページへの情報掲載や更なるコストダウンを図るなど、引き続き検討を行う。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

活動 市勢要覧配布部数（冊） 450 392 388 1,800 500
指標
成果 生活に必要な情報が得られていると思う市民の割合 69.8 ― 70.9 75.0 78.2
指標 （％）

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,360 3,260 6,677 6,635 合計 6,677,424 円
需用費 845,424 円

財
　
源

特定財源 4 4 2 13 委託料 5,832,000 円

一般財源 2,356 3,256 6,675 6,622

職員人件費　② 1,415 1,403 2,112 2,246

総事業費（①＋②） 3,775 4,663 8,789 8,881

建
設
事
業

全

Ｄ

体事業費（単位：千円

　

） 0 ２６年度特定財源

　

名称

２６年度までの累

　

積事業費 0 冊子等頒布

Ｏ

収入

２８年度以降の事

　

業費見込 0

　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

７

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 計画推進

（

基本施策 情報共有
施策

平

体系
施策の内容 広報・

成

広聴の充実

目
　
　
　
的

２

　刈谷市の市政概要を

６

はじめ、統計情報や観

年

主
た
る
内
容

○「市勢要

度

覧」の発行
光、産業な

評

どの特色、施設案内や

価

生活情報を ○公共施設

）

ガイドマップ「私たち

刈

のまちかり
広報する。

谷

　や」の発行
○市役所

市

での手続き、公共施設

事

の案内及び地
　域情報

務

を掲載した「暮らしの

事

ガイドブッ　
　ク」の

業

発行

位
置
づ
け

関連計画

評

 

根拠法令  

対象者 対

価

象者を限定せず 事業期

シ

間 昭和２５年度 ～

実施

ー

方法 ■直営　■委託　

ト

□指定管理　□補助・

（

助成　□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ

当

　
事
　
業
　
実
　
績

２４

部

年度実績 ２５年度実績

企

２６年度実績 ２７年度

画

計画

・市勢要覧　日本

財

語600部 ・市勢要覧

政

　日本語600部 ・市

部

政65周年市勢要覧 ・

一

暮らしのガイドブック

般

・私たちのまち刈谷 ・

会

私たちのまちかりや 　

計

（ダイジェスト版含む

市

）　 　　日本語　　　

勢

　6,000部
　　　

要

　　　日本語8,00

覧

0部 　　　　　　日本

等

語8,000部 　　　

作

　　　日本語2,00

成

0部 　　英語　　　　

事

　　500部
・暮らし

業

のガイドブック ・暮ら

担

しのガイドブック ・私

当

たちのまちかりや 　　

課

中国語　　　　　50

広

0部
　       

報

   日本語4,00

広

0部 　　　　 H25

聴

日本語7,000部 　

課

　　　　　日本語8,

款

000部 　　ポルトガ

項

ル語　　400部
　　

目

　　 H26日本語7

担

,000部 ・暮らしの

当

ガイドブック 　　タガ

係

ログ語　　　400部

広

　　　　　　日本語6

報

,000部 ・私たちの

広

まちかりや
　　　　　

聴

日本語　8,000部

係

　「市勢要覧」では市

2

の概要や施策など、「



2

らえるよう環境整備に努め、これまで以上に市民ニーズに即し

た、市政に反映していけるような広聴制度にしていく。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

活動 市政モニター通信件数（件） 34 38 20 ー ー
指標

指標
　碧海５市に同様の制度はなく、類似したものとして、安城市にＥモニター制度（平成24年度開設）がある

他市との が、特定のアンケートに答える形式で、本市の市政モニターのように市政全般についての意見を集めるよう
比較検証 なものではない。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 97 62 66 0 合計 66,000 円
報償費 66,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 97 62 66 0

職員人件費　② 141 1,403 2,112 0

総事業費（①＋②） 238 1,465 2,178 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

７

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 計画推進

基

（

本施策 情報共有
施策体

平

系
施策の内容 広報・広

成

聴の充実

目
　
　
　
的

　

２

市民の意見・要望を市

６

政に反映させ、市民

主

年

た
る
内
容

○地区推薦1

度

1名（22地区を半分

評

ずつ隔年で依
サービス

価

の向上を図る。 頼）お

）

よび公募9名の20名

刈

を委嘱。
○モニター会

谷

議・施設見学会の開催

市

○アンケート、モニタ

事

ー通信紙を通じた市政

務

に対する意見・質問・

事

要望等の受付

位
置
づ
け

業

関連計画  

根拠法令  

評

対象者 市民 事業期間 平

価

成２年度 ～ 平成２６年

シ

度

実施方法 ■直営　□

ー

委託　□指定管理　□

ト

補助・助成　□その他

（様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

当

績

２４年度実績 ２５年

部

度実績 ２６年度実績 ２

企

７年度計画

　6月 1

画

日　第1回会議 　6月

財

 4日　第1回会議 　

政

6月4日　第1回会議

部

制度廃止
　9月 5日

一

　議会傍聴 　9月 5

般

日　議会傍聴 　9月4

会

日　議会傍聴
    

計

       ・施設

市

見学 　　　　　 ・施

政

設見学 　　　　　 ・

モ

施設見学
　2月 8日

ニ

　第2回会議 　2月1

タ

0日　第2回会議 ・市

ー

政モニター通信紙
・市

事

政モニター通信紙 　　

業

　　（降雪により中止

担

） 　　　　　　　　 

当

  20件
　　　　　

課

　　　　　34件 ・市

広

政モニター通信紙
　　

報

　　　　　　　　38

広

件

　モニター通信紙な

聴

どで寄せられた、さま

課

ざまな意見・要望等を

款

、各課等へ周知し対応

項

することで市民のニー

目

ズを把握し

成果
、また

担

市政に反映させること

当

ができた。

　年間のモ

係

ニター通信紙を「市政

広

モニターの声」として

報

まとめ、職員ポータル

広

サイトへの掲載をし、

聴

職員間での共有を図

っ

係

ている。

　公平・中立

2

な立場から市政への意

1

見・要望等を出しても



広

ムページの全面リニュ

聴

修151人、操作者研

係

修120人） 操作者研

2

修（中級編）40人）

1

ーアルを実施。リニュ

2

ーアル
後の運用を円滑に行った。

　刈谷市ホームページトップページの月平均アクセス数64,650件（平成25年度）

成果
・平成24年12月にホームページを全面リニューアルした。平成25年1月以降のアクセス数が3割増加した。

・ウェブアクセシビリティ研修、操作者研修を行い、全庁的な意識の統一を図った。

・スマートフォンサイトを開設した。

　情報の役立ち度において、分かりにくいとの意見が35％あるため、ゼロになるよう改善していく。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

成果 刈谷市ホームページトップページ年間アクセス数（ 771,405 775,807 387,092 830,000 880,000
指標 件）
成果 生活に必要な情報が得られていると思う市民の割合 69.8 ― 70.9 75.0 78.2
指標 （％）

各市のトップページの月間アクセス数（平成26年度）
他市との 刈谷市　32,250件／月　1人当たり0.22件　　安城市　91,880件／月　1人当たり0.50件
比較検証 知立市　13,486件／月　1人当たり0.19件　　高浜市　12,376件／月　1人当たり0.27件

碧南市　27,151件／月　1人当たり0.38件

Ｄ
　

Ｃ
　
事
　
業
　

　

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

　

２４年度 ２５年度 ２６

Ｏ

年度 ２７年度 ２６年度

　

（決算） （決算） （決

　

算） （予算） 事業費内

∧

訳

事業費　① 541 3

　

,586 3,642 3

　

,666 合計 3,64

実

2,120 円
委託料

　

2,475,360 

　

円

財
　
源

特定財源 0 3

施

,586 3,642 3

　

,666 使用料及び賃

　

借料
1,166,76

∨

0 円

一般財源 541 0 0 0

職員人件費　② 1,768 3,156 3,168 3,369

総事業費（①＋②） 2,309 6,742 6,810 7,035

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 広告料収入（ホームページバ
ナー広告収入）

２８年度以降の事業費見込 0

平成２

Ｐ
　
　

７

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

計画推進

基本施策 情報

平

共有
施策体系

施策の内

成

容 広報・広聴の充実

目

２

　
　
　
的

　インターネ

６

ットを用いて市政情報

年

を発信す

主
た
る
内
容

○

度

刈谷市ホームページの

評

適切な管理、運営及
る

価

ことにより、市民生活

）

の利便性の向上を図 び

刈

更新
るとともに、国内

谷

外に刈谷市をＰＲする

市

。 ○刈谷市ホームペー

事

ジ全般運用保守
○刈谷

務

市ホームページ機器借

事

上げ
○刈谷市ホームペ

業

ージ作成用機器借上げ

評

位
置
づ
け

関連計画  

根

価

拠法令  

対象者 対象者

シ

を限定せず 事業期間 平

ー

成１０年度 ～

実施方法

ト

■直営　■委託　□指

（

定管理　□補助・助成

様

　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事

部

　
業
　
実
　
績

２４年度

企

実績 ２５年度実績 ２６

画

年度実績 ２７年度計画

財

・YouTube動画

政

数  120件 ・Yo

部

uTube動画数　1

一

41件 ・YouTub

般

e動画数　136件 ・

会

YouTube動画数

計

　150件
　　　ｱｸ

イ

ｾｽ数  18,00

ン

0件 　　　ｱｸｾｽ数

タ

　24,594件　　

ー

　　　ｱｸｾｽ数　1

ネ

3,893件　　 　　

ッ

　ｱｸｾｽ数　26,

ト

000件　　
・よくあ

情

る質問検索ｱｸｾｽ数

報

・バナー広告収入  

発

        ・バ

信

ナー広告収入（当初予

事

　 ・バナー広告収入（

業

当初予　
　     

担

      800,

当

000件       

課

      4,47

広

5,520円 　算額）

報

   5,043,6

広

00円 　算額）   

聴

4,800,000円

課

・バナー広告収入 ・研

款

修2回開催 ・研修2回

項

開催 ・研修2回開催
　

目

         3

担

,222,828円 （

当

ウェブアクセシビリテ

係

ィ研 （操作者研修（入

広

門編）52、 （操作者

報

研修100人）
・ホー



係 広報広

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

聴

　
ト

単位：千円
２４年

係

度 ２５年度 ２６年度 ２

2

７年度 ２６年度

（決算

1

） （決算） （決算） （

2

予算） 事業費内訳

事業費　① 512 637 360 0 合計 360,000 円
使用料及び賃借料 360,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 512 637 360 0

職員人件費　② 354 351 352 0

総事業費（①＋②） 866 988 712 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 計画推進

基本施

平

策 情報共有
施策体系

施

成

策の内容 広報・広聴の

２

充実

目
　
　
　
的

　ＪＲ

６

東刈谷駅前の電光掲示

年

板により、刈谷

主
た
る

度

内
容

○電光掲示板の適

評

切な管理及び運営
市の

価

情報を発信し、駅利用

）

者に対して市政情 （設

刈

置箇所）ＪＲ東刈谷駅

谷

前広場
報を広報する。

市

位
置
づ
け

関連計画  

根

事

拠法令  

対象者 対象者

務

を限定せず 事業期間 ～

事

実施方法 ■直営　■委

業

託　□指定管理　□補

評

助・助成　□その他

価シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

会

２４年度実績 ２５年度

計

実績 ２６年度実績 ２７

名

年度計画

・刈谷市駅前

担

分電気料 ・刈谷市駅前

当

撤去工事費 ・東刈谷駅

部

前設備等利用料 一般事

企

務費事業として継続
　

画

　　　　　　　　18

財

,000円 　　　　　

政

　　　 334,95

部

0円 　　　　　　　　

一

 360,000円
・

般

電光掲示板回線使用料

会

・東刈谷駅前設備等利

計

用料
　　　　　　　　

コ

　30,000円 　　

ミ

　　　　　　 300

ュ

,000円
・刈谷市駅

ニ

前保守管理委託　
料
　

ケ

　　　　　　　 10

ー

5,000円
・東刈谷

シ

駅前設備等利用料
　　

ョ

　　　　　　 360

ン

,000円

  東刈谷

ボ

駅前に設置した電光掲

ー

示板を通じて、文字情

ド

報による市政情報を駅

推

利用者に対して提供で

進

きた。

成果

　駅前広場

事

の電光掲示板という立

業

地を活かした情報の提

担

供ができるよう努めて

当

いく。

課題

指標名称（

課

単位）
実績値 目標値

２

広

４年度 ２５年度 ２６年

報

度 ２７年度 ２９年度

活

広

動 情報提供件数（件）

聴

60 20 24
指標

 
指

課

標
 

他市との
比較検証

款 項 目 担当



特定財源 20 20 17 38

一般財源 2 2 3 0

職員人件費　② 707 701 704 524

総事業費（①＋②） 729 723 724 562

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 統計調査員確保対策事業委託
費（県）

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

７

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 計画推進

基本

（

施策 行政経営
施策体系

平

施策の内容 効率的な行

成

政運営

目
　
　
　
的

　統

２

計調査を円滑に実施す

６

るため、刈谷市専

主
た

年

る
内
容

　専任統計調査

度

員を確保するために要

評

する事
任統計調査員設

価

置要綱に基づく専任統

）

計調査 務的経費。
員を

刈

確保する。

位
置
づ
け

関

谷

連計画  

根拠法令 愛知

市

県統計調査員確保対策

事

事業委託要綱

対象者 刈

務

谷市専任統計調査員 事

事

業期間 平成２年度 ～

実

業

施方法 ■直営　□委託

評

　□指定管理　□補助

価

・助成　□その他

シート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

計

４年度実績 ２５年度実

名

績 ２６年度実績 ２７年

担

度計画

年度末登録者数

当

　62人 年度末登録者

部

数　59人 年度末登録

企

者数　60人 　
　
　
　

画

　　　―――――――

財

　各種統計調査に必要

政

な調査員及び指導員を

部

確保できた。

成果

　前

一

年度比微増で調査員を

般

確保できたが、今後想

会

定される年齢や家庭の

計

事情による辞退者の増

専

加に備え、公募や紹介

任

等広

く手段を検討しな

統

がら、次代を担う統計

計

調査員の確保・育成に

調

努めていく。
課題

指標

査

名称（単位）
実績値 目

員

標値

２４年度 ２５年度

事

２６年度 ２７年度 ２９

業

年度

活動 登録者数（人

担

） 62 59 60 65 7

当

0
指標

 
指標

 
他市と

課

の
比較検証

広報広聴課

款 項 目

Ｃ
　
事
　

担

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

当

千円
２４年度 ２５年度

係

２６年度 ２７年度 ２６

統

年度

（決算） （決算）

計

（決算） （予算） 事業

係

費内訳

事業費　① 22

2

22 20 38 合計 19

5

,764 円
需用費 1

1

9,764 円

財
　
源



） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 84 79 86 12 合計 86,331 円
賃金 59,670 円

財
　
源

特定財源 84 79 82 12 旅費 5,100 円
需用費 5,561 円

一般財源 0 0 4 0 役務費 16,000 円

職員人件費　② 3,537 3,507 1,760 225

総事業費（①＋②） 3,621 3,586 1,846 237

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 工業統計調査事務市町村交付
金（県）

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

７

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 計画推進

基本施

（

策 行政経営
施策体系

施

平

策の内容 効率的な行政

成

運営

目
　
　
　
的

　我が

２

国工業の実態を明らか

６

にし、工業に関

主
た
る

年

内
容

調査の概要
する施

度

策の基礎資料を得るこ

評

とを目的とする 　調査

価

対象：製造業に属する

）

事業所
。 　調査期日：

刈

毎年12月31日
　調

谷

査事項
　　甲調査：事

市

業所の名称はじめ19

事

項目
　　乙調査：事業

務

所の名称はじめ13項

事

目

位
置
づ
け

関連計画  

業

根拠法令 統計法、工業

評

統計調査規則

対象者 市

価

内製造業者　 事業期間

シ

～

実施方法 ■直営　□

ー

委託　□指定管理　□

ト

補助・助成　□その他

（様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

当

績

２４年度実績 ２５年

部

度実績 ２６年度実績 ２

企

７年度計画

調査員数　

画

　 26人 調査員数　

財

   22人 調査員数

政

　   22人 　26

部

年調査の調査票未提出

一

事
指導員数　　  2

般

人　　 指導員数　　 

会

 2人　　 指導員数　

計

　  2人　　 業所に

工

対して督促を行う。
調

業

査票甲　　 66件　

統

　 調査票甲　　 44

計

件　　 調査票甲　　 

調

38件　　
調査票乙　

査

　270件 調査票乙　

事

　219件 調査票乙　

業

　205件

　平成26

担

年12月1日現在で工

当

業統計調査を実施した

課

。

成果

　調査環境の悪

広

化への対応

課題

指標名

報

称（単位）
実績値 目標

広

値

２４年度 ２５年度 ２

聴

６年度 ２７年度 ２９年

課

度

 
指標

 
指標

 
他市

款

との
比較検証

項 目 担当係 統計係

Ｃ
　
事

2

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

5

：千円
２４年度 ２５年

2

度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 188 6 340 283 合計 339,683 円
賃金 223,763 円

財
　
源

特定財源 188 6 340 283 旅費 5,060 円
需用費 65,860 円

一般財源 0 0 0 0 役務費 45,000 円

職員人件費　② 2,122 701 2,816 823

総事業費（①＋②） 2,310 707 3,156 1,106

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 平成26年度経済センサス調査
区管理事務市町村交付金（県

２８年度以降の事業費見込 0 ）
平成26年経済センサス-基礎

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

７

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 計画推進

基本施

（

策 行政経営
施策体系

施

平

策の内容 効率的な行政

成

運営

目
　
　
　
的

　国内

２

の事業所及び企業の経

６

済活動の状態を

主
た
る

年

内
容

調査の概要
明らか

度

にし、我が国における

評

包括的な産業構 　調査

価

対象：農林漁業等を除

）

く全事業所
造を明らか

刈

にするとともに、事業

谷

所・企業を 　調査期日

市

：平成26年7月1日

事

対象とする各種統計調

務

査実施のための母集団

事

　調査事項：名称、従

業

業者数等
情報を整備す

評

ることを目的とする。

価

位
置
づ
け

関連計画  

根

シ

拠法令 統計法、経済セ

ー

ンサス基礎調査規則

対

ト

象者 市内事業者 事業期

（

間 平成２１年度 ～

実施

様

方法 ■直営　□委託　

式

□指定管理　□補助・

１

助成　□その他

）

会計名 担当部 企

Ｂ

画

　
事
　
業
　
実
　
績

２４

財

年度実績 ２５年度実績

政

２６年度実績 ２７年度

部

計画

　調査票の審査や

一

未提出事業 　調査区の

般

管理及び平成26年 調

会

査区数：173 　調査

計

区の管理及び平成28

経

年6
所への督促等 度に

済

実施される経済センサ

セ

ス-指導員数：  4

ン

人 月1現在で実施され

サ

る経済セン
基礎調査の

ス

準備 調査員数： 61

事

人 サス-活動調査の準

業

備
事業所数：調査票A

担

　2,549件
　　　

当

　　調査票B　　53

課

6件

　調査区の適正な

広

管理を行い、平成26

報

年7月1日現在で経済

広

センサス-基礎調査及

聴

び商業統計調査を実施

課

した。

成果

　調査環境

款

の悪化への対応

課題

指

項

標名称（単位）
実績値

目

目標値

２４年度 ２５年

担

度 ２６年度 ２７年度 ２

当

９年度

 
指標

 
指標

 

係

他市との
比較検証

統計係

2 5 2



年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 6 104 0 合計 104,087 円
賃金 49,725 円

財
　
源

特定財源 0 4 104 0 旅費 5,100 円
需用費 13,262 円

一般財源 0 2 0 0 役務費 36,000 円

職員人件費　② 0 701 4,928 0

総事業費（①＋②） 0 707 5,032 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 2015年農林業センサス市町村
交付金（県）

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

７

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 計画推進

基本

（

施策 行政経営
施策体系

平

施策の内容 効率的な行

成

政運営

目
　
　
　
的

　農

２

林業の生産構造、就業

６

構造を明らかにす

主
た

年

る
内
容

調査の概要
ると

度

ともに、農山村の実態

評

を総合的に把握し 　調

価

査対象：農林産物の生

）

産を行うか又は委
、農

刈

林行政の企画・立案・

谷

推進のための基礎 　　

市

　　　　託を受けて農

事

林業作業を行い、
資料

務

を作成し、提供するこ

事

と。 　　　　　　生産

業

又は作業に係る面積・

評

頭数
　　　　　　が一

価

定規模以上の農林業生

シ

産活
　　　　　　動を

ー

行う個人及び組織
　調

ト

査期日：平成27年2

（

月1日
　調査事項：世

様

帯の状況、経営耕地面

式

積等

位
置
づ
け

関連計画

１

根拠法令 統計法、農林

）

業センサス規則

対象者

会

農林業経営体 事業期間

計

昭和３５年度 ～

実施方

名

法 ■直営　□委託　□

担

指定管理　□補助・助

当

成　□その他

部 企画財政部

一般

Ｂ
　

会

事
　
業
　
実
　
績

２４年

計

度実績 ２５年度実績 ２

農

６年度実績 ２７年度計

林

画

　 農業集落の認定・

業

経営体調査 調査区数：

セ

65 　
　 区の設定等 指

ン

導員数： 4人 　
　 調

サ

査員数：65人 　
　 農

ス

業経営体数：641 　

事

　　　―――――――

業

　　　―――――――

担

　平成27年2月1日

当

現在で、2015年農

課

林業センサスを実施し

広

た。

成果

　調査環境悪

報

化への対応

課題

指標名

広

称（単位）
実績値 目標

聴

値

２４年度 ２５年度 ２

課

６年度 ２７年度 ２９年

款

度

指標

指標

他市との
比

項

較検証

目 担当係 統計係

2

Ｃ
　
事
　
業
　

5

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

2

２４年度 ２５年度 ２６



５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 249 7,678 合計 248,736 円
賃金 179,010 円

財
　
源

特定財源 0 0 247 7,678 旅費 5,080 円
需用費 25,326 円

一般財源 0 0 2 0 役務費 8,000 円
使用料及び賃借料 31,320 円

職員人件費　② 0 0 915 14,672

総事業費（①＋②） 0 0 1,164 22,350

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 平成27年国勢調査調査区設定
事務市町村交付金（国）

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

２

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

７

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 計画推進

基本施策 行

（

政経営
施策体系

施策の

平

内容 効率的な行政運営

成

目
　
　
　
的

　我が国の

２

人口・世帯の実態を明

６

らかにする

主
た
る
内
容

年

調査の概要
ことを目的

度

として行われる国の最

評

も重要な統 　調査対象

価

：市内に居住する全て

）

の世帯及び
計調査。 　

刈

　　　　　人
　調査期

谷

日：平成27年10月

市

1日
　調査事項：世帯

事

員に関する事項、世帯

務

に関
　　　　　　する

事

事項
　回答方法：オン

業

ライン回答または調査

評

票記
　　　　　　入

位

価

置
づ
け

関連計画

根拠法

シ

令 統計法、国勢調査令

ー

、国勢調査の調査区の

ト

設定の基準等に関する

（

省令

対象者 事業期間 ～

様

実施方法 □直営　□委

式

託　□指定管理　□補

１

助・助成　□その他

）

会計名 担当部 企画

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

財

２４年度実績 ２５年度

政

実績 ２６年度実績 ２７

部

年度計画

　 　 調査区設

一

定 調査の実施
　 　 　調

般

査区数　　　　1,1

会

33 　調査区数　1,

計

133
　 　 　うち有人

国

調査区　1,120 　

勢

指導員数　　112
　

調

　 　調査員数　　78

査

9
　　　――――――

事

― 　　　――――――

業

―

　法等に基づく調査

担

区設定基準に基づいて

当

、世帯数の増減を考慮

課

しながら調査区を設定

広

した。

成果

　調査区の

報

概算世帯数の平準化（

広

原則基準外の調査区の

聴

解消）、行政地区割り

課

に沿った調査区の設定

款

課題

指標名称（単位）

項

実績値 目標値

２４年度

目

２５年度 ２６年度 ２７

担

年度 ２９年度

指標

指標

当

他市との
比較検証

係 統計係

2 5 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２



2

353 0 合計 352,701 円
報償費 322,342 円

財
　
源

特定財源 0 0 353 0 旅費 8,500 円
需用費 11,859 円

一般財源 0 0 0 0 役務費 10,000 円

職員人件費　② 0 0 2,112 0

総事業費（①＋②） 0 0 2,465 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0 平成26年全国消費実態調査市
町村交付金（県）

２８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

７

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 計画推進

基

（

本施策 行政経営
施策体

平

系
施策の内容 効率的な

成

行政運営

目
　
　
　
的

 

２

我が国における家計の

６

収支及び貯蓄・負債、

年

主
た
る
内
容

調査の概要

度

耐久消費財、住宅・土

評

地などの家計資産を総

価

　調査対象：市内に居

）

住する二人以上の世帯

刈

合的に調査し、所得、

谷

消費、資産に係る水準

市

　　　　　　44、単

事

身世帯4
、構造及び分

務

布などを明らかにする

事

。 　調査期間：平成2

業

6年9月から11月
　

評

調査事項：世帯票、家

価

計簿、耐久財等調査
　

シ

　　　　　票等

位
置
づ

ー

け

関連計画

根拠法令 統

ト

計法、全国消費実態調

（

査規則

対象者 抽出され

様

た4地区内に居住する

式

世帯 事業期間 ～

実施方

１

法 □直営　□委託　□

）

指定管理　□補助・助

会

成　□その他

計名 担当部 企画財

Ｂ
　

政

事
　
業
　
実
　
績

２４年

部

度実績 ２５年度実績 ２

一

６年度実績 ２７年度計

般

画

　 　 指導員：1人 　

会

　 　 調査員：4人 　
　

計

　 世帯数：2人以上　

全

44世帯 　
　 　 　　　

国

　1人以上　 4世帯

消

　
　　　――――――

費

― 　　　――――――

実

― 　　　――――――

態

―

　平成26年9月か

調

ら11月の期間に、全

査

国消費実態調査を実施

事

した。

成果

　調査環境

業

の悪化への対応

課題

指

担

標名称（単位）
実績値

当

目標値

２４年度 ２５年

課

度 ２６年度 ２７年度 ２

広

９年度

指標

指標

他市と

報

の
比較検証

広聴課

款 項 目 担当

Ｃ
　
事
　

係

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

統

千円
２４年度 ２５年度

計

２６年度 ２７年度 ２６

係

年度

（決算） （決算）

2

（決算） （予算） 事業

5

費内訳

事業費　① 0 0
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